
 

 

建築基準法第４３条第２項第１号の規定による認定基準  

平成３１年  ３月２５日  

改正  令和５年１２月１３日  

 

第１章  総則  

（趣旨）  

第１  この基準は、建築基準法（以下「法」という。）第４３条第２項第１号の規

定に基づく認定において、市長が、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障が

ないと認める建築物の基準について、認定事務の円滑な運用を目的として、必

要な事項を定める。  

 

（適用の範囲）  

第２  建築基準法施行規則（以下「省令」という。）第１０条の３第１項各号のい

ずれかに該当するものについて適用する。  

 

（用語の定義）  

第３  この基準における用語の定義は、次に定めるところによる。  

 １  国等  

   国、地方公共団体及び法第１８条の規定の運用について法令の規定により

国又は地方公共団体とみなされる法人をいう。  

 ２  農道等  

   農道整備事業、土地改良事業等による道、河川若しくは海岸の管理用通路

又は国等が管理する道をいう。  

３  道路  

   法第４２条第１項に規定する道路をいう。  

 ４  位置指定道路の基準に適合する道  

    建築基準法施行令第１４４条の４第１項各号に掲げる基準及び道路の位

置の指定要領（昭和５５年８月制定）に適合する道をいう。  

 ５  適用時  

   法第４３条の規定が改正された建築基準法の一部を改正する法律（平成１

０年法律第１００号）の施行日（平成１１年５月１日）をいう。  

 



 

 

第２章  認定基準  

（省令第１０条の３第１項第１号に該当する場合）  

第１  敷地が農道等に接する建築物のうち、交通上、安全上、防火上及び衛生上支

障がないと認めるものの基準は、次の１及び２に該当するものとする。  

１  農道等及び認定に係る建築物の敷地は、次の各号に該当すること。  

(1) ４メートル以上の幅員を連続して有し、道路に接続している農道等であ

ること。  

(2) アスファルト舗装等により道路状に整備されている農道等であること。  

(3) Ｕ字溝、地先ブロック、境界杭等で明確に表示されている農道等である

こと。  

(4) 農道等の管理者と通行及び維持管理について協議が整い、支障がないと

認められること。  

(5) 敷地は、農道等に２メートル以上接していること。  

２  建築物は、次の各号に該当すること。  

(1) 農道等を道路とみなし、法第３章の規定を満たす建築物であること。  

(2) 延べ面積（同一敷地内に二以上の建築物がある場合にあっては、その延

べ面積の合計）が５００平方メートル以内であること。  

(3) 用途が法別表第一（い）欄（一）項に掲げる用途以外であること。  

 

（省令第１０条の３第１項第２号に該当する場合）  

第２  敷地が位置指定道路の基準に適合する道（以下「道」という。）に接する建

築物のうち、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるものの基

準は、次の１及び２に該当するものとする。  

 １  道及び認定に係る建築物の敷地は、次の各号に該当すること。  

  (1) 適用時から現に建築物が最低２棟以上立ち並んでいる道であること。  

  (2) 道の所有者（道の一部に農道等が存する場合は、その管理者を含む。）と

通行について協議が整い、支障がないと認められること。  

  (3) 道の管理者と維持管理について協議が整い、支障がないと認められるこ

と。  

(4) 敷地は、道に２メートル以上接していること。  

 ２  建築物は、次の各号に該当すること。  

(1) 道を道路とみなし、法第３章の規定を満たす建築物であること。  



 

 

(2) 延べ面積（同一敷地内に二以上の建築物がある場合にあっては、その延

べ面積の合計）が５００平方メートル以内の一戸建ての住宅であること。 

(3) 用途が一戸建ての住宅、長屋又は法別表第二（い）項第二号に掲げる用

途であること。  

  

 

附  則  

 （施行期日）  

 この基準は、平成３１年  ３月２５日から施行する。  

 この基準は、令和５年１２月１３日から施行する。  


